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（２）既存のＩＣカード・ＩＣチップを含む媒体の利用 

現在市町村から交付されている住民基本台帳カード（住基カード）の利用

については、既存のＩＣカードや市町村が有するカードの発行基盤を利用す

ることで費用対効果に優れた仕組みとすることが可能であり、さらに、社会

保障カード（仮称）の仕組みで利用する本人識別情報を格納する器として既

発行の住基カードを活用できる場合には、新たなカードの発行を不要とする

ことができると考えられる。 

「ＩＴ政策ロードマップ」（平成 20 年６月 11 日 ＩＴ戦略本部）におい

ては、「住民基本台帳カードの普及にあたっては、社会保障カード（仮称）

の議論と一体的に検討を進める」とされているところであり、今後更に検討

を進めていく必要がある。 

「これまでの議論の整理」においては、現在の仕組みを前提とすると、市

町村をまたがる住所変更の際には住基カードの再発行が必要となることに

留意する必要があると述べたが、住民基本台帳カードについては、他の市町

村へ住所を移した場合でも引き続き使用することができるようにするため、

住民基本台帳法の一部改正法案が今国会（第 171 回国会（常会））に提出さ

れている（図８－７参照）。 

社会保障カード（仮称）については、転居等により保険者が変わった場合

でも、カードを返却することなく利用し続けることを可能とする方向で検討

を進めているが、住民基本台帳法の改正により、転居時に住民基本台帳カー

ドが失効しない仕組みが制度化されれば、社会保障カード（仮称）の仕組み

で利用する本人識別情報を格納する器として住民基本台帳カードを利用す

るに当たっての課題の一つが解決されることとなる。また、同法案において

は、これまで住民基本台帳法の適用対象となっていなかった外国人住民につ

いても同法の適用対象となり、住民基本台帳カードの取得が可能となる予定

である。 

 




